
1 
 

文京区環境基本計画の改定について 

 

１ 文京区環境基本計画とは 

 

「文京区環境基本計画」は、社会環境、生活環境、自然環境及び人文・

歴史環境等、身近な環境から地球規模の環境まで幅広い環境分野を対象

に、区の環境施策における方針・方向性を指し示す理念的な計画として、

1999（平成 11）年度に策定、2016（平成 28）年度に改定したものです。

まちづくり、防災などの分野を担う各個別計画とは、相互に連携・整合

を図りながら、環境施策の推進を図るものです（図 1 参照）。 

「文京区環境基本計画」では、3 つの基本理念に基づく環境共生都市

ビジョンと、5 つの基本目標を達成するための新たな環境施策の方向性

として、図 2 に示す 14 の方向性とそれに関連する区の主な施策ととも

に、区民などの取組を定めています。 

 

 

図 1 「文京区環境基本計画」の位置付け 

 

表 1 「文京区環境基本計画」の概要 

計画の対象地域 文京区全域 

計画の対象範囲 自然環境  ：気象、地形・地質、地下水・湧水、河川、植物、動物、公園・緑地 

生活環境 ：大気汚染、水質汚濁、騒音・振動、悪臭、土壌汚染、地盤沈下、 

化学物質、水資源、景観、防災 

人文・歴史環境 ：神社・仏閣、歴史的・文化的資源 

社会環境  ：土地利用、産業、人口構造、道路・交通、廃棄物 

地球環境  ：地球温暖化、エネルギー 

計画期間 2017（平成 29）年度から 2026（平成 38）年度までの 10 年間 

 

 

資料第 1 号 



2 
 

 

 

 

図 2 「文京区環境基本計画」の基本理念・環境共生都市ビジョン・基本目標 
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２ 国、都、他自治体等の計画策定状況 

 

（１）国の環境基本計画 

国は環境基本法に基づき「環境基本計画」を策定し、約 6 年ごとに見直しています。これまでの

国の環境基本計画の策定状況は表 2 に示すようになっています。 

2024（令和 6）年 5 月に閣議決定された第六次環境基本計画では、「ウェルビーイング／高い生

活の質」を最上位に掲げ、「新たな成長」の視点を踏まえた 6 つの重点戦略（経済システム、国土、

地域、暮らし、科学技術・イノベーション、国際）と、個別分野の重点的施策、環境保全施策を体

系的に整理し、総合的かつ計画的に推進することを目指しています（図 3 参照）。 

 
表 2 国の環境基本計画の推移と特徴 

回 キーワード 主な特徴 
第一次 
（H6.12） 

4 つの長期的目標 ・4 つの長期的目標「循環」、「共生」、「参加」「国際的取組」の設定 
・環境への負荷の少ない循環を基調とする経済社会システムの実現

を提示 
第二次 
（H12.12） 

政策手段の体系化 ・環境政策の基本的指針に「汚染者負担の原則」「環境効率性」「予防
的な方策」「環境リスク」を設定 

第三次 
（H18.4） 

統合的取組の展開 ・「環境・経済・社会の統合的向上」を提唱 
・2050 年を展望した「超長期ビジョン」策定を提示 

第四次 
（H24.4） 

震災からの復興と安全 ・「低炭素」・「循環」・「自然共生」の基盤として「安全」確保を位置
付け 

・東日本大震災からの復旧・復興に係る施策と放射性物質による環境
汚染対策 

第五次 
（H30.4） 

SDGsと地域循環共生圏 ・SDGs の考え方も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化 
・目指すべき社会の姿として「地域循環共生圏」の創造を提示 

第六次 
（R6.5） 

ウェルビーイング ・物質的豊かさの追求に重きを置くこれまでの考え方から転換し、
「ウェルビーイング／高い生活の質」を最上位に置いた「新たな成
長」の実現を目指す 

 

 
出典：「第六次環境基本計画の概要」（環境省、2024 年 5 月） 

図 3 国の第六次環境基本計画の施策体系 
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（２）東京都の環境基本計画 

東京都は、2050（令和 32）年の二酸化炭素排出実質ゼロ、2030（令和 12）年までのカーボンハ

ーフ実現に向けて猶予期間が少ない中、コロナ禍からの「サステナブル・リカバリー（持続可能な

回復）」を進め、豊かで持続可能な都市を創り上げるため、2022（令和 4）年 9 月に「東京都環境基

本計画 2022」を策定しました。 

「エネルギーの脱炭素化と持続可能な資源利用」、「自然と共生する豊かな社会の実現」、「良質な

都市環境の実現」から成る 3 つの戦略に加え、直面するエネルギー危機に迅速・的確に対応する取

組を戦略 0 とする「3+1 の戦略」により、各分野の環境問題を包括的に解決していくとしています

（図 4 参照）。 

 

 
出典：「東京都環境基本計画【概要】」（東京都、2022 年 9 月） 

図 4 東京都環境基本計画における戦略の柱と取組の方向性 
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（３）特別区の策定状況 

東京 23 区では、千代田区と江戸川区を除く全ての区で環境基本計画を策定しています（表 3 参

照）。多くの区では 2030（令和 12）年度頃までの計画期間となっています。 

2025（令和 7）年度は、墨田区、中野区、板橋区で計画が改定されました。また、2026（令和 8）

年度は文京区のほか、港区での計画改定が見込まれます。 

 
表 3 特別区の環境基本計画の策定状況 

自治体名 計画名称 策定/改定年月 計画期間 
千代田区 － － － 
中央区 中央区環境行動計画 2023 2023（令和 5）年 3 月 2023～2032（令和 5～14）年度 
港区 港区環境基本計画（改定版） 2024（令和 6）年 2 月 2021～2026（令和 3～8）年度 
新宿区 新宿区第三次環境基本計画（改定） 2023（令和 5）年 2 月 2023～2027（令和 5～9）年度 
文京区 文京区環境基本計画 2017（平成 29）年 3 月 2017～2026（平成29～令和8）年度 
台東区 台東区環境基本計画（中間改定版） 2024（令和 6）年 3 月 2024～2030（令和 6～12）年度 
墨田区 第三次すみだ環境の共創プラン 2026（令和 8）年 3 月 2026～2035（令和 8～17）年度 
江東区 江東区環境基本計画 2025（令和 7）年 3 月 2025～2030（令和 7～12）年度 
品川区 品川区環境基本計画 中間見直し（改訂） 2023（令和 5）年 3 月 2018～2027（平成30～令和9）年度 
目黒区 目黒区環境基本計画 2023（令和 5）年 3 月 2023～2032（令和 5～14）年度 
大田区 第 2 次大田区環境基本計画 2025（令和 7）年 4 月 2025～2030（令和 7～12）年度 
世田谷区 世田谷区環境基本計画 2025（令和 7）年 3 月 2025～2030（令和 7～12）年度 
渋谷区 渋谷区環境基本計画 2023 2023（令和 5）年 4 月 2023～2027（令和 5～9）年度 
中野区 第 5 次中野区環境基本計画 2026（令和 8）年 3 月 2026～2030（令和 8～12）年度 
杉並区 杉並区環境基本計画 2022（令和 4）年 9 月 2022～2030（令和 4～12）年度 
豊島区 豊島区環境基本計画 2025（令和 7）年 3 月 2025～2030（令和 7～12）年度 
北区 北区環境基本計画 2023 2023（令和 5）年 2 月 2023～2032（令和 5～14）年度 
荒川区 荒川区環境基本計画 2018（平成 30）年 3 月 2018～2027（平成30～令和9）年度 
板橋区 板橋区環境基本計画 2035 2026（令和 8）年 3 月 2026～2035（令和 8～17）年度 
練馬区 練馬区環境基本計画 2023 2023（令和 5）年 9 月 2023～2032（令和 5～14）年度 
足立区 第三次足立区環境基本計画改定版 2022（令和 4）年 3 月 2022～2024（令和 4～6）年度 
葛飾区 第３次葛飾区環境基本計画 2022（令和 4）年 3 月 2022～2031（令和 4～13）年度 
江戸川区 － － － 
国 第六次環境基本計画 2024（令和 6）年 5 月 2024～2030（令和 6～12）年度 
東京都 東京都環境基本計画 2022 2022（令和 4）年 9 月 2022～2030（令和 4～12）年度 
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３ 改定の必要性 

 

（１）社会的背景の変化 

現行計画の策定当時と現在の社会的背景は大きく変化しており、新たに対応すべき大きな課題が浮

き彫りになってきています。 

表 4 文京区環境基本計画を取り巻く背景の変化 

項目 現行計画の策定当時（2017.3） 現在（2026.3） 
社会的背景の 
変化 

・「ウェルビーイング／高い生活の質」を最上位に置いた「新たな成長」の実現 
・2050 年ゼロカーボン、2030 年カーボンハーフの実現 
・気候変動への適応 
・循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行 
・自然再興の取組（ネイチャーポジティブ）の実現、30by30 目標 

国 

環境政策 ・第四次環境基本計画[2012.4] 
・地球温暖化対策計画[2015.7] 

⇒温室効果ガス排出量 
2030 年度に 2013 年度比で▲26% 

・第三次循環型社会形成推進基本計画[2013.5] 
・生物多様性国家戦略 2012-2020[2012.9] 

・第六次環境基本計画[2024.5] 
・地球温暖化対策計画[2025.2] 

⇒温室効果ガス排出量 
2030 年度に 2013 年度比で▲46% 

・第五次循環型社会形成推進基本計画[2024.8] 
・生物多様性国家戦略 2023-2030[2023.3] 

東
京
都 

環境政策 ・東京都環境基本計画[2016.3] 
⇒温室効果ガス排出量 

2030 年度に 2000 年度比で▲30% 
・東京都資源循環・廃棄物処理計画[2016.3] 
・緑施策の新展開～生物多様性の保全に向

けた基本戦略～[2012.5] 

・東京都環境基本計画 2022[2022.9] 
・ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ東京戦略Beyond ｶｰﾎﾞﾝﾊｰﾌ[2025.3] 

⇒温室効果ガス排出量 
2035 年度に 2000 年度比で▲60% 

・東京都資源循環・廃棄物処理計画[2026.3] 
・東京都生物多様性地域戦略[2023.4] 

文
京
区 

環境関連の

個別計画 
・文京区地球温暖化対策地域推進計画[2010.3] 
・文京区役所地球温暖化対策実行計画[2015.8] 
・文京区一般廃棄物処理基本計画[2016.3] 
・文京区都市マスタープラン[2011.3] 
・文京区緑の基本計画[1999.3] 
・文京区景観計画[2013.10]  等 

・文京区地球温暖化対策地域推進計画[2025.3] 
・文京区役所ゼロカーボンオフィス実行計画[2025.3] 
・文京区一般廃棄物処理基本計画[2026.3] *1 
・文京区生物多様性地域戦略[2019.3] 
・文京区都市マスタープラン[2024.9] 
・文京区みどりの基本計画[2020.3] 
・文京区景観計画[2013.10]*2  等 

*1：2026.3 中間見直し版 *2：2027.3 改定予定 
 

■現行計画では対応しきれない新たな課題 

❶ 「ウェルビーイング／高い生活の質」への意識転換が求められている。 

❷ 「脱炭素社会への移行（カーボンニュートラル）」、「自然再興の取組（ネイチャーポジティ

ブ）」、「循環経済への移行（サーキュラーエコノミー）」の 3 つの分野を中心に、大幅な課

題の再認識と対応強化が求められている。 

❸ 区において充実化・見直しが図られてきた環境関連個別計画との連携・整合・役割分担の

再確認が必要。 
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４ 改定のスケジュール 

 

2025（令和 7）年度・2026（令和 8）年度の 2 ヶ年をかけ、概ね以下のスケジュールに沿って見直

しを進めます。 

 

表 5 文京区環境基本計画の改定スケジュール 

 

 

 

 

  

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

基礎調査
（2025年度）

計画改定
（2026年度）

2026（令和8）年度

環
境
基
本
計
画

議会報告

【庁内検討組織】
文京区環境対策推進本部・
環境対策部会

【庁外検討組織】
文京区環境基本計画
改定協議会

2025（令和7）年度

審議 （４回程度／年）

審議 （４回程度／年）

動向調査

区内現況調査

庁内施策調査

課題整理

方向性の検討

とりまとめ

アンケート
（区民、事業者等、小中学生）

パブコメ

意見整理

最

終

調

整

策

定

ワークショップ[２回]
（区民、事業者、大学生等）

計画内容の検討
（目標、施策・事業、行動指針、推進方策等）

改定計画

骨子の作成

改定計画

素案の作成

庁内照会

適宜報告

ヒアリング
（学識者、事業者等）

パネル展示型

区民説明会
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５ 改定の体制 

 

 
  

環
境
対
策
部
会 

(
環
境
基
本
計
画
) 

環
境
基
本
計
画
改
定
協
議
会 

(
環
境
基
本
計
画
) 

庁内組織 

環境対策推進本部 

報告 

庁外組織 

 



9 
 

（１）文京区環境対策推進本部について 

1）役割 

意思決定機関として、報告を受けた協議内容を決定する。 

 

2）構成員 

 

本部長 区長 

副本部長 

 

副区長 

教育長 

本部員 

 

企画政策部長、総務部長、防災危機管理室長、区民部長 

アカデミー推進部長、福祉部長、地域包括ケア推進担当部長 

こども未来部長、保健衛生部長、都市計画部長、土木部長 

資源環境部長、施設管理部長、会計管理者、教育推進部長 

監査事務局長、区議会事務局長、企画政策部企画課長 

企画政策部財政課長、企画政策部広報戦略課長、総務部総務課長 

総務部職員課長、資源環境部環境政策課長、施設管理部保全技術課長 

教育推進部教育総務課長 

 

 

（２）環境対策部会について 

1）役割 

  基本計画改定について協議し、その結果を推進本部に報告する。 

 

2）構成員 

 

会長 資源環境部長 

副会長 環境政策課長 

会員 

 

企画政策部企画課長、総務部総務課長、区民部区民課長 

アカデミー推進部アカデミー推進課長、福祉部福祉政策課長 

こども未来部こども若者政策課長、保健衛生部生活衛生課長 

都市計画部都市計画課長、土木部管理課長、土木部みどり公園課長 

資源環境部リサイクル清掃課長、施設管理部施設管理課長 

教育推進部教育総務課長 
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６ 今後のスケジュール（予定） 

年月 計画改定全般 環境対策推進本部 環境対策部会 環境基本計画改定協議会 区民からの意見聴収 

R8. 3 基礎調査報告書

完成 

    

   4      

   5   【第 1 回】 

①基礎調査結果の報告と課題及

び改定の方向性について 

②改定の体制及び今後の予定に

ついて 

【第 1 回】（予定） 

①趣旨、改定の流れについて 

②基礎調査結果の報告と課題及

び改定の方向性について 

 

7～8   【第 2 回】（予定） 

①環境像、取組の方向性（案）に

ついて 

②改定計画（骨子案）について 

【第 2 回】（予定） 

①環境像、取組の方向性（案）に

ついて 

②改定計画（骨子案）について 

 

10   【第 3 回】（予定） 

①改定計画（素案）について 

【第 3 回】（予定） 

①改定計画（素案）について 

 

11 素案作成  

①改定計画（素案）について 

   

12      

 

R9. 1   【第 4 回】（予定） 

①パブリックコメントの結果につい

て 

②改定計画（最終案）について 

【第 4 回】（予定） 

①パブリックコメントの結果につい

て 

②改定計画（最終案）について 

 

   2 議会報告  

①改定計画（最終案）について 

   

   3 計画改定     

 

 

意見交換会等 

（開催時期未定） 

パブリックコメント・住民説明会 


